
平成２６年度
政策別コスト情報・

省庁別財務書類の概要

外務省



［留意事項］
・ 単位未満切り捨てのため、合計数が一致しないことがあります。
・ 単位未満の計数がある場合には「０」で表示し、該当計数が皆無の

場合には「－」で表示しています。
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～外務省の任務と組織等の概要～

○外務省の任務（外務省設置法第３条）

平和で安全な国際社会の維持に寄与するとともに、主体的かつ積極的な取組を通じて良好
な国際環境の整備を図ること並びに調和ある対外関係を維持発展させつつ、国際社会におけ
る日本国及び日本国民の利益の増進を図ること

・ 組織等 年度末定員・・・５，７８７名
（外務本省）

在外公館

（在外公館）

• 監察査察官

• 儀典長

• 外務報道官

• 国際文化交流審議官

• （所管法人）･･･独立行政法人 国際交流基金

大臣官房

• 軍縮不拡散・科学部総合外交政策局

• 南部アジア部アジア大洋州局

北米局

中南米局

欧州局

• アフリカ部中東アフリカ局

経済局

• 地球規模課題審議官

• （所管法人）・・・独立行政法人 国際協力機構
国際協力局

国際法局

領事局

国際情報統括官

• 外務省研修所施設等機関
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～政策と組織の関係～

1.地域別
外交

2.分野別
外交

3.広報、
文化交流
及び
報道対策

4.領事政
策

5.経済協
力

６.分担
金・拠出
金

大臣官房

大臣官房
（外務報道官・広報文化組織）

(独)国際交流基金
● ● ●

総合外交政策局
● ●

アジア大洋州局
● ● ●

北米局
●

中南米局
● ●

欧州局
● ●

中東アフリカ局
● ●

経済局
● ●

国際協力局
(独)国際協力機構

● ●

国際法局 ● ●

領事局 ● ●

国際情報統括官
●

施設等機関

在外公館 ● ● ● ● ● ●

(注)在外公館は政策評価主体ではありませんが、実際に政策の実施に係わっているので、政策別コスト情報に反映させています。
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～各政策に於ける事業概要～
（基本目標と主な施策）

１．地域別外交 ３８５億円

• 各地域の安定と繁栄の確保を目指し、域内諸国・地域間における未来に向けた友好関係を
構築し、日本にとって望ましい国際環境を確保すること

• アジア大洋州地域外交 ： アジア大洋州地域の安定と繁栄の確保を目指し、地域協力を推進すると
ともに、域内諸国・地域間における未来に向けた友好関係を構築すること

• 北米地域外交 ： 我が国外交の基軸である日米同盟関係及び日加関係の更なる強化を推進するこ
と

• 中南米地域外交 ： 中南米諸国及び地域枠組みとの政治・経済関係をはじめとする多面的で裾野の
広い交流の増進を通じた協力関係を構築すること

• 欧州地域外交 ： 基本的価値と国際社会での責任を共有する欧州各国及び主要機関、ロシア、中央
アジア・コーカサス諸国との関係を強化すること

• 中東地域外交 ： 中東・北アフリカ地域の平和と安定、経済的発展に貢献すること、及び中東におけ
る我が国の国際的な発言力を強化すること

• アフリカ地域外交 ： アフリカ開発の促進、アフリカ地域外交を通じた国際社会での我が国のリーダー
シップの強化、及びアフリカとの二国間・多国間での協力関係の強化を推進すること

【基本目標】

【主な施策】
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※1 平成25年実施施策の評価より施策を2つのグループに分け、2年に1度過去2年間の実績
をもとに評価しています。

※2 外務省の「政策評価」に関する情報は、外務省ホームページに掲載しています。詳しくは
こちらをご覧ください。（ http://www.mofa.go.jp/mofaj/annai/shocho/hyouka/index.html）



２．分野別外交 ２９０億円 （来年度に評価を行う政策）

• 国民の安全の確保と繁栄を目指し、望ましい国際環境を確保すること

• 国際の平和と安定に対する取組 ： 国際の平和と安定に寄与し、我が国の安全と繁栄の確保に資する
こと

• 国際経済に関する取組 ： 日本経済の再生に資する、力強い経済外交を推進すること

• 国際法の形成・発展に向けた取組 ： 新たな国際ルール作りに積極的に貢献すること

• 的確な情報収集及び分析、並びに情報及び分析の政策決定ラインへの提供 ： 情報収集能力の強化、
情報コミュニティ省庁及び諸外国との連携・協力や外部専門家の知見の活用等による情報分析の能力の
強化、政策立案に資する情報及び情報分析の政策決定ラインへの適時の提供を行うことにより、外交政
策の立案・実施に寄与すること

３．広報、文化交流及び報道対策 ２８５億円

（来年度に評価を行う政策）

• 広報、文化交流及び報道対策を有機的に連携させて、海外における対日理解の促進と親日
感の醸成を図るとともに、国内外における我が国外交政策への理解を増進し、もって日本外
交を展開する上での環境を整備すること

• 国内広報・海外広報・ＩＴ広報・文化交流・報道対策 ： 諸外国国民の対日理解及び親日感の醸成を
図るとともに、我が国外交政策に対する国内外での理解を増進し、日本外交を展開する上での環境を
整備すること

４．領事政策 ３１９億円

• 国民の利便に資する領事業務を実施すること

• 領事業務の充実 ： 海外邦人の生命・身体利益の保護・増進、及び国内外における人的交流の拡
大・深化のための措置を実施すること

【基本目標】

【主な施策】

【基本目標】

【主な施策】

【基本目標】

【主な施策】
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５．経済協力 ３，５８９億円 （来年度に評価を行う政策）

• 政府開発援助（二国間又は多国間の支援）を通じ、国際社会の平和と安定に貢献し、これによ
り我が国の安全と繁栄を確保すること

• 経済協力 ： 二国間の政府開発援助を通じた協力により、相手国の経済・社会開発、さらには国際社会
の平和と安定に貢献し、これを通じて我が国の安全と繁栄を確保すること

• 地球規模の諸問題への取組 ： グローバル化に即応したルール作りと地球規模の問題解決に向けた
リーダーシップを発揮すること

６．分担金・拠出金 ２，９８４億円

• 国際機関等を通じて我が国の国際貢献を拡充すること

• 国際機関を通じた政務及び安全保障分野に係る国際貢献 ： （本年度は、国際原子力機関(IAEA)分担
金及び技術協力基金拠出金の評価を実施） 国際的な核の不拡散体制の維持・強化を進めるとともに、
開発途上国における原子力の平和的利用を促進すること

• 国際機関を通じた経済及び社会分野に係る国際貢献 ： （本年度は、経済協力開発機構(OECD)分担金
の評価を実施） OECDを通じた経済外交及びOECDと東南アジアとの開発強化を通じた東南アジア外交を
促進させること

• 国際機関を通じた地球規模の諸問題に係る国際貢献 ： （本年度は、オゾン層保護基金拠出金の評価
を実施） オゾン層保護基金を通じた開発途上国におけるオゾン層保護対策への支援により、オゾン層の
保護を効果的かつ効率的に推進すること

○外交実施体制の整備・強化

【基本目標】

【主な施策】

【基本目標】

【主な施策】

• 我が国の安全と繁栄を確保し、国際社会の一員としての責任を果たす、能動的かつ戦略
的な外交実施体制を強化すること

• 外交実施体制の整備･強化 ： 激動する国際社会の中で我が国の平和と繁栄を確保するための
外交を実施する上で必要な体制を整備･強化すること

• 外交通信基盤の整備･拡充及びＩＴを活用した業務改革 ： 業務･システムの最適化による行政運
営の簡素化･効率化･合理化を推進し、外交通信の安定運用のため、セキュリティー強化を図ること

【基本目標】

【主な施策】

（注）本施策のコストは、外務本省共通費に含まれており、切り分けが困難であるので、コスト情報のシートは作成し
ておりません。
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政策別コスト情報とは

1.地域別外交

372億円
2.分野別外交

252億円

3.広報､文化

交流及び報道

対策

444億円

4.領事政策

306億円

5.経済協力

3,443億円

6.分担金・拠

出金

2,759億円

官房経費等

485億円

平成２５年度

政策別コスト情報は、より一層の財務情報の充実を図るため、平成２１年度より各省庁において作成・公表されてきて

いるものです。省庁別財務書類の業務費用計算書において人件費などの形態別に表示されている費用を、各省庁の政策

評価項目毎に配分して表示したセグメント情報として作成しています。

さらに、政策別コスト情報ではフローの情報だけでなく、政策によっては各省庁が保有する資産を活用して事務事業を

行っているもののほか、政策にかかるコストとして算入された減価償却費についても基となる資産があることから、政策に

関する主な資産(負債）をストック情報として表示しています。政策別のストック情報については、「政策別ストック情報の前

年度比較」を参照してください。

業務費用計算書については、「省庁別財務書類（外務省）の概要 フローの状況」も参照してください。

～政策別コストの前年度比較～

8,062 億円 8,397億円

+ 335億円

8

1.地域別外交

385億円
2.分野別外交

290億円

3.広報､文化

交流及び報道

対策

285億円

4.領事政策

319億円

5.経済協力

3,589億円

6.分担金・拠

出金

2,984億円

官房経費等

541億円

平成２６年度



～政策別コストの経費別内訳概要～

（単位：億円）

４．広報、文化交流及び報道対策は、(独)国際交流基金への運営費交付金の支出が5割強を占めてい
ます。

５．経済協力の政策は、委託費等（主に、開発途上国への援助費の支出）が全体の5割強を占めてお
り、(独)国際協力機構への運営費交付金の支出が4割強を占めています。

６．分担金･拠出金の政策は、国際機関等への分担金・拠出金の支出が主であるため、委託費等が9
割以上を占めています。
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区 分 合計 人件費等 補助金等 委託費等
独立行政
法人運営
費交付金

庁費等
減価償却

費
その他

１．地域別外交 385 169 14 12 - 123 10 55

２．分野別外交 290 131 4 10 - 94 10 39

３．広報、文化交
流及び報道対策

285 49 2 3 154 54 2 18

４．領事政策 319 88 - - - 164 18 47

５．経済協力 3,589 53 19 1,849 1,592 41 4 27

６．分担金・拠出
金

2,984 26 - 2,931 - 18 1 6

官房経費等 541 260 - - - 194 13 72

コスト計 8,397 780 40 4,806 1,747 692 61 267



～政策別コストの経費別 前年度比較～

0 1,000 2,000 3,000 4,000

25年度

官房経費等 26年度

25年度

6.分担金・拠出金 26年度

25年度

5.経済協力 26年度

25年度

4.領事政策 26年度

25年度

3.広報、文化交流 ･

及び報道対策 26年度

25年度

2.分野別外交 26年度

25年度

1.地域別外交 26年度

人件費等

補助金等

委託費等

独立行政法人運営費交付金

庁費等

減価償却費

その他

（単位:億円）

区分 25年度 26年度 対前年度
(増▲減）

主な増減要因

1.地域別外交 372 385 +13

2.分野別外交 252 290 +39

3.広報、文化交流及び報道対
策

444 285 ▲158 平成25年度における、（独）国際交流基金に対するアジ
ア文化交流強化事業補助金の皆減等によるもの

4.領事政策 306 319 +13

5.経済協力 3,443 3,589 +146 開発途上国に対する政府開発援助の増による、委託費
等の増、（独）国際協力機構に対する独立行政法人運営
費交付金の増等によるもの

6.分担金・拠出金 2,759 2,984 +226 国際連合平和維持活動（PKO)分担金の増等によるもの

官房経費等 485 541 +56

コスト計 8,062 8,397 +335

(単位:億円）
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～政策別コストの推移～

539 485 509 472 485 541 

3,485 
3,120 3,029 

2,665 2,759 
2,984 

4,009 

3,616 
3,240 

3,305 
3,443 

3,589 

357 

323 

323 
307 

306 

319 

268 

257 

255 
247 

444 
285 

289 

308 

265 
252 

252 
290 

380 

359 

379 
346 

372 
385 

9,326 

8,468 

8,000 
7,593 

8,062 
8,397 

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

9,000

10,000

21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度

1.地域別外交

2.分野別外交

3.広報、文化

交流及び報道

対策

4.領事政策

5.経済協力

6.分担金・拠

出金

官房経費等

（単位:億円）

※平成24年度を境に、為替レートの影響等によるコストの増減が見られます。
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～政策別ストック情報の前年度比較～

0 500 1,000 1,500 2,000 2,500

25年度末

官房経費等 26年度末

25年度末

6.分担金・拠出金 26年度末

25年度末

5.経済協力 26年度末

25年度末

4.領事政策 26年度末

及び報道対策 25年度末

3.広報、文化交流 26年度末

25年度末

2.分野別外交 26年度末

25年度末

1.地域別外交 26年度末

土地 立木竹

建物 工作物

建設仮勘定 物品

無形固定資産 出資金

未収金・貸付金等 その他の債権

（単位:億円）

平成26年度末における、政策に関連する主な資産等

区 分 25年度末 26年度末
対前年度
（増▲減）

主な増▲減要因

1. 地域別外交 862 861 ▲ 0

2. 分野別外交 687 731 43

3. 広報、文化交流及び報道対策 967 979 12

4. 領事政策 388 416 28

5. 経済協力 90,818 92,171 1,353 （独）国際協力機構への出資
金の増等によるもの

6. 分担金・拠出金 136 136 ▲ 0

官房経費等 1,217 1,240 23

（単位:億円）
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省庁別財務書類は,外務省のこれまでの予算執行の結果である資産や負債などのストックの状況、当該年度の費用や財源

などのフローの状況といった財務状況を一覧でわかりやすく開示する観点から企業会計の考え方及び手法（発生主義、複式

簿記）を参考として、平成14年度決算分より作成・公表しているものです。

省庁別財務書類においては、外務省一般会計を基にした「省庁別財務書類」のほか、参考として外務省の業務と関連する事

務・事業を行っている独立行政法人などを連結した「省庁別連結財務書類」も作成・公表しています。

貸借対照表（平成２６年度末）

業務費用計算書（平成２６年度）

省庁別財務書類とは
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(単位：億円）

前年度
（平成26年3月31日）

26年度
（平成27年3月31日）

前年度
（平成26年3月31日）

26年度
（平成27年3月31日）

＜資産の部＞ ＜負債の部＞

現金・預金 － － 未払金 11 10

未収金・貸付金 17 17 賞与引当金 31 33

貸倒引当金 ▲ 16 ▲ 16 退職給付引当金 632 611

有形固定資産 3,775 3,847 その他の債務等 57 50

国有財産 3,656 3,736

物品 118 111

無形固定資産 110 121 負債合計 733 704

出資金 91,251 92,622 ＜資産・負債差額の部＞

その他の債権等 8 6 資産・負債差額 94,413 95,893

資産合計 95,146 96,598
負債及び資産・負債
差額合計

95,146 96,598

（単位：億円）

前年度 26年度

（自：平成25年4月1日） （自：平成26年4月1日）

（至：平成26年3月31日） （至：平成27年3月31日）

人件費等 723 780

補助金等 219 40

委託費等 4,517 4,806

独立行政法人運営費交付金 1,654 1,747

庁費等 629 692

減価償却費 62 61

その他 254 267

費用合計 8,062 8,397



～省庁別財務書類（外務省）の概要～

外務省の省庁別財務書類においては、平成23年度までは合算すべき特別会計がないため、
一般会計のみを基に作成しています。平成24年度以降は、一般会計に東日本大震災復興特
別会計（外務省所管分）を合算して作成しています。

また、ここでは、「貸借対照表」と「業務費用計算書」を中心に説明していますが、省庁別財務
書類においては、このほか、資産・負債差額の増減を要因別に表している「資産・負債差額増
減計算書」、財政資金の流れを決算を組み替えて区分別に明らかにしている「区分別収支計算
書」、さらに各計算書の附属明細書も作成しています。

詳細については、別途公表している「省庁別財務書類」をご参照ください。

貸借対照表のポイント

（資産）
○出資金が資産総額の9割以上を占めています。これは、（独）国際協力機構、及び（独）国際
交流基金への出資金です。

○総資産額の4％弱を占める国有財産は、外務省の国内の庁舎等及び海外の在外公館事務
所、館長公邸等の不動産です。

（負債）
○退職給付引当金が負債総額の9割弱を占めています。これは、外務省職員が自己都合退職
した場合の退職手当の要支給額等の合計額です。

業務費用計算書のポイント

○業務費用計算書は、政策別コスト情報の経費を国の予算・決算の科目に対応した形態別に
表示している計算書です。

○委託費等が業務費用総額の6割弱を占めています。これは、国際機関等への分担金・拠出
金、途上国への援助費が主なもので、他に財団法人等への業務委託費も含まれています。

○独立行政法人運営費交付金が費用総額の2割ほどを占めています。これは、外務省が主務
大臣として業務運営の効率化や業務の質の向上等について中期目標を定めている、（独）国際
協力機構、及び（独）国際交流基金へ運営費を交付する費用です。
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ストックの状況（貸借対照表）

資産（9兆6,598億円）

主な増減要因等について（対前年度末比 +1,451億円）

出資金（9兆2,622億円：対前年度末比+1,370億円）

• （独）国際協力機構の有償資金協力勘定への出資金が485億円増加したこと、また、独立
行政法人の1年間の業務運営による利益剰余金、資本剰余金等を差し引きした評価差額
が増加したこと等によるものです。

国有財産（公共用財産を除く）（3,736億円：対前年度末比 +79億円）

• 主に、国内における土地にかかる価格改定により、増額となっています。

無形固定資産（121億円：対前年度比+11億円）

• 主に、ソフトウェアとして通信・領事関係のシステム開発費が追加されたことにより、増額と
なっています。
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合計：9兆5,146億円 合計：9兆6,598億円
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【未収金等】
25年度末：17億円 26年度末：17億円

【貸倒引当金】
25年度末：▲16億円 26年度末：▲16億円

【その他の債権等】
25年度末：8億円 26年度末：6億円

【出資金】
独立行政法人への出資金

【無形固定資産】

不動産の所有が認められていない国の不動産
貸借権、ソフトウェアの開発経費など

【有形固定資産】

国有財産（国内の庁舎等及び海外の在外公館
事務所等の不動産など）及び物品（車両、事務
機器、美術品など）



負債（704億円）

主な増減要因等について（対前年度比▲28億円）

退職給付引当金（611億円：対前年度末比 ▲21億円）

• 主に、整理資源にかかる引当金の減少額と職員の退職手当に係る引当金の減少額との
合計額です。

その他の債務等（50億円：対前年度末比 ▲7億円）

• 主に、通信機器や領事システム等のリ－ス物件にかかるリース債務の減少額です。
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（単位：億円）
合計：704億円合計：733億円
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【退職給付引当金】
退職手当、整理資源等にかかる引当金

【賞与引当金】
6月支給の期末・勤勉手当にかかる本会計

年度分

【未払金】

児童手当、遺族補償年金等の公務災害補
償費など

【その他の債務等】
リース物件にかかる契約済額など



フローの状況

費用（8,397億円）（業務費用計算書より）

主な増減要因等について（対前年度比 +335億円）

委託費等（4,806億円:対前年度比 +288億円）
• 主に、開発途上国への政府開発援助が増加（+78億円）したこと、国際機関等への分担

金・拠出金が増加（+222億円）したことなどによるものです。
• 政府開発援助の増加は、気候変動で深刻な被害を受ける開発途上国に対する支援及び

省エネ、クリーンエネルギー導入などの排出削減に対する支援等が増加したこと、分担金
の増加は国際連合平和維持活動（PKO)分担金が増加したことなどによるものです。

独立行政法人運営費交付金（1,747億円：対前年度比 +93億円）
• （独）国際交流基金及び（独）国際協力機構に対する運営費交付金の増加によるもので

す。

補助金等(40億円：対前年度比▲178億円）
• 主に、平成25年度における、 (独) 国際交流基金に対する政府開発援助アジア文化交流

強化事業補助金が皆減されたためです。
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合計：8,062億円 合計：8,397億円
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【人件費等】
職員の給与や退職給付引当金の繰入額など

【委託費等】
・援助費 1,845億円
・分担金 1,441億円
・拠出金 1,489億円 ほか

【独立行政法人運営費交付金】

・独立行政法人国際協力機構 1,592億円
・独立行政法人国際交流基金 154億円

【庁費等】
物件費、施設費など

【補助金等】

・独立行政法人国際協力機構
施設整備費補助金 19億円

・国際友好団体補助金 13億円 ほか

【減価償却費】
固定資産における減価償却による費用

【その他】
事務費など



省庁別財務書類においては、参考情報として外務省の業務と関連する事務・事業を行っている独立行政法人など
を連結した「省庁別連結財務書類」も作成・公表しています。

連結貸借対照表（平成２６年度末）

連結業務費用計算書（平成２６年度）

(参考)連結財務書類について
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(単位：億円）

前年度 26年度 前年度 26年度

（平成26年3月31日） （平成27年3月31日） （平成26年3月31日） （平成27年3月31日）

＜資産の部＞ ＜負債の部＞

現金・預金 1,277 2,275 未払金等 337 352

有価証券 2,466 2,045 債券 3,200 4,270

未収金等 465 418 借入金 17,819 17,035

貸付金 110,702 112,244 退職給付引当金等 1,127 1,075

破産更生債権等 696 693 その他の負債 409 557

貸倒引当金 ▲1,919 ▲2,089

有形固定資産 4,420 4,450 負債合計 22,894 23,292

無形固定資産 112 123 ＜資産・負債差額の部＞

その他の資産 411 555 資産・負債差額 95,739 97,426

資産合計 118,633 120,718
負債及び資産・負
債差額合計

118,633 120,718

(単位：億円）

前年度 26年度

（自：平成25年4月1日） （自：平成26年4月1日）

（至：平成26年3月31日） （至：平成27年3月31日）

人件費等 930 990

無償資金協力事業費 854 1065

補助金等 35 35

委託費等 3,423 3,681

庁費等 629 692

減価償却費 88 88

貸倒引当金繰入額 74 171

支払利息・利払費 429 392

資産処分損益 22 8

減損損失 2 0

その他 1,915 1,992

費用合計 8,407 9,120



連結財務書類 ストックの状況（貸借対照表）

資産（12兆718億円）

主な増減要因等について（対前年度末比+2,085億円）

貸付金（11兆2,244億円：対前年度比 +1,541億円）
• （独）国際協力機構において、貸付（開発途上国向け貸付）が回収額を上回ったことによるものです。

現金・預金（2,275億円：対前年度末比+998億円）
• （独）国際協力機構及び（独）国際交流基金の期末現金・預金の増加によるものです。

その他投資等（301億円：対前年度末比+96億円）
• 主に、（独）国際協力機構において、差入保証金が増加したことによるものです。

有価証券（2,045億円：対前年度末比▲421億円）
• （独）国際交流基金において、譲渡性預金が減少したことによるものです。

貸倒引当金（▲2,089億円：対前年度末比▲170億円）
• 主に、（独）国際協力機構において、一部貸付先の債権残高が増加したことによるものです。
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19

【現金・預金】
(独)国際協力機構：2,019億円
(独)国際交流基金： 256億円

【貸付金】
（独）国際協力機構の開発途上国向け貸付など

【破産更生債権等】
(独)国際協力機構：693億円

【有形固定資産】
外務省：3,847億円、 (独)国際協力機構：511億円ほか

国有財産（土地、建物等）、物品（車両等）など

【無形固定資産】
外務省：121億円、 (独)国際交流基金：2億円ほか
ソフトウェア、商標権など

【貸倒引当金】
(独)国際協力機構：▲2,072億円、外務省：▲16億円
貸付金等に対する貸倒見積額

【有価証券】
(独)国際協力機構：1,421億円
(独)国際交流基金：623億円

【未収金等】
(独)国際協力機構：395億円、外務省：16億円ほか

【その他の資産】
前払金、仮払金、差入保証金など

合計：11兆8,633億円 合計：12兆718億円



負債（2兆3,292億円）

主な増減要因等について（対前年度比+398億円）

債券（4,270億円：対前年度末比+1,070億円）
• （独）国際協力機構において、貸付事業及び出資事業などの業務を実施するため、国際協

力機構債券を発行したことによるものです。

借入金（1兆7,035億円：対前年度末比▲783億円）
• （独）国際協力機構の返済額が借入額を上回ったことによるものです。
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合計：2兆2,894億円 合計：2兆3,292億円
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【未払金等】
年度末までに支払が完了しなかった債務

【債券】

(独)国際協力機構が発行している債権額

【借入金】

(独)国際協力機構における財政投融資特別会
計財政投融資資金勘定等からの借入金

【退職給付引当金等】
退職手当、整理資源等にかかる引当金

【その他の負債】

リース債務、所得税等の預かり金、資産除去債
務など



連結財務書類 フローの状況

費用（9,120億円）（業務費用計算書より）

主な増減要因等について（対前年度比+713億円）

無償資金協力事業費（1,065億円：対前年度比+211億円）
• （独）国際協力機構において、開発途上地域の政府等に対する無償の資金供与による協

力事業が増加したことによるものです。

委託費等（3,681億円：対前年度比+257億円）
• 主に、開発途上国への政府開発援助が増加(+78億円）したこと、国際機関等への分担金・

拠出金が増加(+222億円）したことなどによるものです。

貸倒引当金繰入額（171億円：対前年度比+96億円）
• 主に、（独）国際協力機構の途上国向け貸付金にかかる引当金の増加分です。
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合計：8,407億円 合計：9,120億円
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【人件費】
職員の給与や退職給付引当金の繰入額など

【無償資金協力事業費】
開発途上地域の政府等に対する無償資金供与

【委託費等】

援助費：1,845億円、分担金：1,441億円
拠出金：1,489億円、相殺消去：▲1,158億円
ほか

【庁費等】
物件費、施設費など

【貸倒引当金繰入額】

損害賠償金債券等の戻入額、途上国向け貸
付等に対する繰入・戻入額など

【支払利息・利払費】

借入金、債券等の資金調達に関して発生した
利息、リース債務返済にかかる支払利息など

【その他】
事務費、補助金、減価償却、処分損益など



連結対象法人の範囲と会計処理について

連結財務書類は、各省庁の業務と関連する事務・事業を行っている法
人を連結対象としています。

なお、この各省庁との「業務関連性」により連結する独立行政法人など
は、『各省庁が監督権限を有し、各省庁から財政支出を受けている法
人』とし、監督権限の有無及び財政支出の有無によって業務関連性を判
断することとしています。

また、連結に際しては、本来であれば会計処理の基準を統一すること
が望ましいと考えられますが、事務負担などの観点から困難であるた
め、基本的には、独立行政法人などの既存の財務諸表を利用し、独立
行政法人などに固有の会計処理について、連結に際して必要な修正を
行った上で連結することとしています。

○連結の際の具体的な会計処理（例）
国の会計においては、出納整理期間中の現金の受払等を反映して、

会計年度末の計数としていますが、連結対象法人には出納整理期間が
設けられていないため、連結に際しては、国の会計との出納整理期間中
の受払等は終了したものとして修正を行っています。

連結対象法人による国からの出資金受入、出資金の国庫納付につ
いては、相殺消去を行っています。

また、外務省から連結対象法人に支出される運営費交付金、外務省
から（独）国際協力機構を経由して支出される無償資金協力経費などに
ついても外務省と独立行政法人との間で相殺消去されます。

※平成26年度連結財務書類における連結対象法人は以下のとおりです。

○独立行政法人 国際交流基金

○独立行政法人 国際協力機構

22


